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法令名 佐賀県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例 法令番号 昭和６０年条例第２２号 
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浄化槽保守点検業者が以下のいずれかに該当するときは、その登録を取り消し、又は６月以内の期間を定めてその事業の全部若しく
は一部の停止を命ずることができる。 
なお、処分については、違法性の程度、浄化槽管理者全般に与える影響等を総合的に勘案して判断する。 

 
１ 不正な手段により、浄化槽保守点検業の登録又は更新の登録を受けたとき。 
 
２ 以下のいずれかに該当することとなったとき。 
（１） 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下「法」という。）若しくは法に基づく処分又はこの条例若しくはこの条例に基づく 
処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者  

（２） 浄化槽保守点検業者で法人であるものがこの条例による登録を取り消された場合において、その処分のあった日前３０日以内 
にその浄化槽保守点検業者の役員であった者でその処分のあった日から２年を経過しないもの 

（３） 浄化槽保守点検業に係る営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年でその法定代理人が（１）、（２）、（４）のいず 
れかに該当するもの 

（４） 法人でその役員のうちに（１）から（３）のいずれかに該当する者があるもの 
（５） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団 
（６） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団員 
（７） 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 
（８） 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用してい 
る者 

（９） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関 
与している者 

（10）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 
（11）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 
（12）役員等（法人にあっては役員、支配人、営業所長その他これらと同等以上の支配力を有する者、法人格を有しない団体にあっ 
ては代表者及びこれと同等以上の支配力を有する者、個人（営業を営む者に限る。以下同じ。）にあっては当該個人以外の者で営 
業所を代表するものをいう。）に（６）から（１２）までに掲げる者がいる法人その他の団体又は個人  

（13）（６）から（１２）までに掲げる者がその経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人 
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（14） 以下の要件のいずれかを欠く者 

ア 県内に営業所を設置し、及び当該営業所に浄化槽管理士を置いていること。 
イ アの浄化槽管理士は、営業区域に係る市町ごとに専任であること。ただし、当該浄化槽保守点検業者が当該市町において保 
守点検の委託をうけた浄化槽の基数が少ない等相当の理由がある場合は、この限りでない。 
ウ 営業所ごとに、以下の器具を備えていること。 

(ｱ) 温度計 (ｲ) 透視度計 (ｳ) 水素イオン濃度指数測定器具 (ｴ) 溶存酸素濃度測定器具 (ｵ) 汚泥沈でん試験器具 
(ｶ) 残留塩素測定器具 (ｷ) 亜硝酸性窒素測定器具 (ｸ) スカム及び汚泥厚測定器具 (ｹ) 汚泥採取用器具 
(ｺ) 携帯用顕微鏡 (ｻ) 自吸式ポンプ (ｼ) 携帯用換気ファン (ｽ) 携帯用照明器具 (ｾ) 水準器 (ｿ) スカム破砕用具 
(ﾀ) テスター (ﾁ) 潤滑油及び注油器 (ﾂ) グリス及びグリスガン (ﾃ) 消毒薬剤 (ﾄ) 硫化水素検知器 
(ﾅ) 酸素濃度計 (ﾆ) 工具一式 (ﾇ) クーラーボックス 
 

３ 以下の事項に変更があったときに３０日以内にその旨の届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 
（１） 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 
（２） 営業所の名称及び所在地 
（３） 法人にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役又はこれに準ずる者をいう。以下同じ。）の氏名 
（４） 浄化槽保守点検業を営もうとする区域（以下「営業区域」という。）に係る市町の名称 
（５） 営業所ごとの浄化槽管理士の氏名及びその者の浄化槽管理士免状の交付番号 
 
４ １から３のほか、法もしくは法に基づく処分又はこの条例もしくはこの条例に基づく処分に違反したとき 
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